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研究成果の概要（和文）：グローバリゼーション下、地域社会と市民・近隣組織に関する新たな理論枠が必要に
なっている。本研究は新しい社会に対応する近隣組織について実態を把握し、論点を整理した。1.イングランド
では自治会規模の住民組織が準自治体となっている。2.シアトル市ではボトムアップ式の協議体を設置し、合意
形成能力を獲得し、その後政治対立に巻き込まれ機能不全に陥った。3.シアトル近郊の極小自治体の長期存続
は、住民の凝集性の維持につとめたこと、コモンズの維持管理を行っていることなどによる。4.個人が情報のコ
ントロール力を持ちつつある現在、ITによる意見交換の仕組みと個人の情報発信のスキルが必要であることが明
らかになった。

研究成果の概要（英文）：Under globalization, we need new idea for frameworks of local governance 
related to neighborhood organizations. In this research, we distill some points through studies 
about actual situation on the neighborhood organization adapting to the forwarding community. 1. In 
England, local council of resident association is a semi-local government. 2. The city of Seattle 
established a bottom-up assembly that raised consensus building ability. But then became embroiled 
in political conflict. 3. The long-term survival of the minimal local governments near Seattle is 
due to the maintenance of the cohesion of the residents and maintenance of the commons. 4 Now 
individuals are having control ability of information. We necessary have to make a community system 
of dialogue by IT and have skills for personal transmission of information.

研究分野：社会学・地方自治
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研究成果の学術的意義や社会的意義
　市民社会は国民国家と切り離され狭い地域社会に断片化しつつある。地域経済の衰退、災害の大規模化などリ
スク社会化に直面している中で住民の相互扶助を基礎にした近隣組織のネットワーク化の必要性と、地域社会と
市民に関する新たな理論枠の構築が喫緊の課題である。
　日本の町内会を見直し新しい政策的意義を発見するために、外国の近隣制度を調査し近隣レベルでの国際的な
対話を行うことに役立つ知見を見出した。また地域や家族を解体する力として考えられている情報技術を、地域
コミュニティの強化や地域活性化に役立てるための一助となる調査成果を得た。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 
１． 研究開始当初の背景 
 グローバリゼーションは、市民社会を国民国家と切り離し、国境を越えて細分化された専門

組織や、狭い地域社会に断片化しつつある。またグローバリゼーション下で地域経済が衰退し、

国境を越えたテロの恐れ、災害の大規模化などリスク社会化に直面している。こうした中で住

民の相互扶助を基礎にした近隣組織のネットワークの強化の必要性と、地域社会と市民に関す

る新たな理論枠が必要になっている。 

 コミュニティ政策学会を中心とした地域コミュニティの研究者は世界の自治制度や近隣組織

の在り方について研究を重ねてきた。本研究はこれらの背景と研究の蓄積に基づき新しい社会

環境に対応できるような近隣組織について実態を把握し、論点を整理するものである。 
 
２． 研究の目的 
 近隣住民のネットワークを国際的視野から研究し、日本の近隣組織(町内会)を継承して発

展させるための論点を探る。特に、インターネットと SNSの発達によって、米国、英国に

は強力な近隣組織の全国ネットワークがあり、その事実から学ぶこととする。また、アジ

アも含めた異文化の視点から見て、新たな市民の自治組織に発展させるための、組織運営

方法・行政制度・コミュニケーション技術等を明らかにすることを目的とする。 
 
３． 研究の方法 

(1) アメリカ・イギリスを中心に近隣住民ネットワークや最近の住民参加・地域民主主義の

研究動向について、文献資料・行政資料を調査し、論点整理を行った。 

(2) アメリカ・イギリスを中心に、調査を受け入れてくれる具体的な地域社会・組織と交渉

及び調整と実査をおこなった。現地調査によって、文献や資料では理解できない状況や

組織・人間関係、記録に残せない事実の機微について確認した。 

 
４．研究成果 

本プロジェクトの成果として整理された論点は、イングランドでは小規模町村や自治会連合

会規模の地域住民組織が準自治体として法制化されていること。シアトル市ではボトムアップ

式の協議機関を設置したところ次第に合意形成能力を獲得したが、政治対立に巻き込まれ機能

不全に陥った。シアトル近郊の人口 300人の自治体が 100年存続できているのは、規模が住民

のコミュニティの凝集性を維持するに適していること、コモンズの維持管理により共有意識を

持っていることなど明らかになった。また情報のコントロール主体が政府・企業・マスコミか

ら個人に移行しつつある現在、オンラインとオフラインを組み合わせた意見交換の仕組みをつ

くることと、個人の情報発信のスキルを高めるトレーニングが必要であることが明らかになっ

た。このような知見は以下の事例から明らかになった。 

 

1 英国ロンドン市ウェストミンスター区クインズパーク実践 (都心での新結成) 

2 英国ケンブリッジシャーMarch Town 実践 (田舎でのパリッシュ・カウンシルの復活) 

3 米国ポートランド市 NPO City Repair 実践 (コミュニティ育成に向かう近隣及び環境志

向 NPO) 

4 米国ワシントン州の住民近隣組織 IT化の実態 

5 米国シアトル市 ディストリクト・カウンシル見直し(地区協議会、実質的な廃止の理由) 

6 米国キングカウンティ ボザール村実践 (最小自治体存続の極意) 
 
また、3年間の成果のまとめとしてシンポジウムを実施した。2018 年 12 月 8日「コミュニティ
組織化の新しい潮流 アメリカ・イギリス・日本」(コーディネーター大内田鶴子、司会玉野和



志、パネリスト鰺坂学・廣田有里・斎藤麻人)において、基調講演にシアトル市の元ネイバーフ
ッド部部長 Jim Diers 氏をお招きして討論を行った。 
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